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 第一部 【企業情報】 
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 (1) 連結経営指標等 

 (注) 1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
    2 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
    3 第55期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日 
     ）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針 第８号 
     平成17年12月９日）を適用しております。 
    4 従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、前中間連結会計期間より臨時雇用者数が相当数以上とな 
     ったため、その平均人員を（ ）外数で記載しております。 
 

回次 第５４期中 第５５期中 第５６期中 第５４期 第５５期 

会計期間 

自平成16年 
 12月１日 
至平成17年 
 ５月31日 

自平成17年 
 12月１日 
至平成18年 
 ５月31日 

自平成18年 
 12月１日 
至平成19年 
 ５月31日 

自平成16年 
 12月１日 
至平成17年 
 11月30日 

自平成17年 
 12月１日 
至平成18年 
 11月30日 

売上高 (千円) 4,220,093 3,509,924 3,605,421 6,673,512 5,949,746 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 262,964 43,531 91,440 △70,138 △261,084 

中間純利益又は当期純損失
(△) 

(千円) 253,886 42,610 229,078 △83,267 △230,354 

純資産額 (千円) 3,811,879 3,710,454 3,648,175 3,714,682 3,436,776 

総資産額 (千円) 9,127,520 8,653,951 9,410,944 8,396,998 7,684,429 

１株当たり純資産額 (円) 474.94 460.70 454.55 462.79 426.89 

１株当たり中間純利益又は 
当期純損失(△) 

(円) 31.63 5.31 28.55 △10.52 △28.71 

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円)    ―    ―    ―    ―    ― 

自己資本比率 (％) 41.7 42.7 38.8 44.2 44.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 49,599 268,801 495,431 △53,485 216,709 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 54,997 △73,404 △68,648 50,508    70,768 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 36,600 △158,380 △13,086 △141,253 △519,907 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 2,053,224 1,804,947 1,949,239 1,767,977 1,535,523 

従業員数 (名) 253 243(35) 231(36) 252 238(35) 



  

  

  

  

 (2) 提出会社の経営指標等 

  (注) 1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
    2 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
    3 第55期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日 
     ）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針 第８号 
     平成17年12月９日）を適用しております。 
    4 従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、前中間会計期間より臨時雇用者数が相当数以上となった 
     ため、その平均人員を（ ）外数で記載しております。 
  

 

回次 第５４期中 第５５期中 第５６期中 第５４期 第５５期 

会計期間 

自平成16年 
 12月１日 
至平成17年 
 ５月31日 

自平成17年 
 12月１日 
至平成18年 
 ５月31日 

自平成18年 
 12月１日 
至平成19年 
 ５月31日 

自平成16年 
 12月１日 
至平成17年 
 11月30日 

自平成17年 
 12月１日 
至平成18年 
 11月30日 

売上高 (千円) 4,191,940 3,488,287 3,581,760 6,629,408 5,906,539 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 256,046 42,014 69,199 △71,891 △258,568 

中間純利益又は当期純損失
(△) 

(千円) 253,212 42,509 227,016 △76,905 △226,416 

資本金 (千円) 545,393 545,393 545,393 545,393 545,393 

発行済株式総数 (千株) 9,705 9,705 9,705 9,705 9,705 

純資産額 (千円) 3,790,073 3,682,578 3,635,837 3,699,826 3,415,236 

総資産額 (千円) 9,004,928 8,544,558 9,343,262 8,309,850 7,599,008 

１株当たり純資産額 (円) 472.04 458.82 453.01 460.91 425.51 

１株当たり中間純利益又は 
当期純損失(△) 

(円) 31.53 5.30 28.29 △9.58 △28.21 

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円)    ―    ―    ―    ―    ― 

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円)    ―    ―    ― 4.00    ― 

自己資本比率 (％) 42.1 43.1 38.9 44.5 44.9 

従業員数 (名) 245 237(16) 224(19) 247 231(16) 



  
 ２ 【事業の内容】 

    （家具関連） 

      主な事業内容及び関係会社の異動はありません。 

    （その他） 

      連結子会社㈱アド・ホークは、当中間連結会計期間末現在は連結子会社ではなくなりました。 

  

  

 ３ 【関係会社の状況】 

     連結子会社㈱アド・ホークは、当社が所有しておりました株式を当中間連結会計期間中に全株売却いたし 

ましたので、当中間連結会計期間末現在は連結子会社ではなくなりました。 

  

 ４ 【従業員の状況】 

 (1) 連結会社の状況                                                     平成19年５月31日現在           

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループ外からの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、 

      嘱託、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載して 

      おります。 

    ２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているも 

      のであります。 

      

 (2) 提出会社の状況                               平成19年５月31日現在           

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向を除き、社外から当社への出向を含む。）であり、臨時雇用者 

    数（パートタイマー、嘱託、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外 

    数で記載しております。 

  

  

 (3) 労働組合の状況 

     当社の労働組合は、 JAM(Japanese Association of Metal,Machinery,and manufacturing Workers)労働 

    組合に属しており、平成19年５月31日現在の組合員数は、184名であります。労使関係は安定しており、特 

    記すべき事項はありません。 

  

  

区分 従業員数（名） 

 家具関連 217（34） 

 その他  1（―） 

 全社（共通）  13（ 2） 

合計 231（36） 

従業員数（名） 224（19） 



第２ 【事業の状況】
 

 
 

１ 【業績等の概要】 

 (1) 業績 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や、資材価格の上昇など不安定な要素はあった 

   ものの、企業収益の改善による設備投資の増加等により、堅調に推移いたしました。 

    このような経営環境の中にあって当社グループは、中期経営計画に基づき首都圏への営業力強化など諸政策 

を推進するとともに学校及び行政官公庁などの官公需市場はもとより、好調な民間企業や金融機関など民需を 

中心とした市場の商品開発及び販売に注力いたしました。 

    平成19年1月29日に本社工場で発生した火災により、建物、機械設備及び需要期向けの製品等が被災し、生産 

能力は十分な回復に至りませんでしたが、交代制勤務や休日振替等により受注対応に努めた結果、当中間連結会 

計期間の売上高は36億5百万円（前年同期比2.7％増）と、95百万円の増収となりました。 

    また利益面におきましては、たな卸資産の被災に伴い外注加工費等の諸経費が増加しましたが、売上増加等 

   により、営業利益は77百万円（前年同期比84.3％増）、経常利益は91百万円（前年同期比110.1％増）となり、 

また保険金収入を18億円及び火災損失等15億39百万円を計上したことから、当中間純利益は2億29百万円となりました。 

  
 (2) キャッシュ・フローの状況 

    当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会年度末残高に比較して4億13百万円増加し、当 

中間連結会計期間末には19億49百万円（前年同期比8.0％増）となりました。 

    各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果得られた資金は、4億95百万円（前年同期比2億26百万円増）となりました。 

     これは主に、売上債権が4億97百万円増加したことにより資金が減少した一方、火災による保険金収入が7億 

円及び仕入債務が6億28百万円増加したこと等により、資金が増加したことによるものであります。 

  

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動の結果減少した資金は、68百万円（前年同期は73百万円の減少）となりました。 

     これは主に、投資有価証券の取得により資金を1億円使用したこと等によるものであります。 

  

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動の結果減少した資金は13百万円（前年同期は1億58百万円の減少）となりました。 

     これは主に、長期借入により、資金が2億円増加しましたが、長期借入金の返済及び社債の償還により資金を 

2億13百万円使用したこと等によるものであります。 

  
 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
 (1) 生産実績 

    当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) 1 金額は、販売価格によっております。 
    2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

  

 (2) 受注実績 

    当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

 家具関連     

   椅子類 1,439,948 115.5 

   机類 1,118,630 113.9 

   遊戯具 17,731 89.5 

   造作家具・その他 1,213,003 115.3 

計 3,789,312 114.8 

 その他 4,778 111.2 

合計 3,794,090 114.8 

事業部門 受注高 
(千円) 

前年同期比 
(％) 

受注残高 
(千円) 

前年同期比 
(％) 

 家具関連         

   椅子類 1,253,326 95.0 118,199 70.9 

   机類 973,323 85.1 114,155 77.1 

   遊戯具 17,917 85.6 101 2.6 

   造作家具・その他 1,166,134 111.2 67,185 65.3 

計 3,410,700 96.5 299,640 71.1 

 その他 4,778 111.2 ― ― 

合計 3,415,478 96.6 299,640 71.1 



 (3) 販売実績 

    当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 (注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
    ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合については、当該販売実績の総販売実績に対する割 
     合が100分の10以上の相手先がないため、記載を省略しております。 
 

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

 家具関連     

   椅子類 1,359,543 103.1 

   机類 1,026,999 92.7 

   遊戯具 18,382 86.2 

   造作家具・その他 1,195,719 113.1 

計 3,600,643 102.7 

 その他 4,778 111.2 

合計 3,605,421 102.7 



  
３ 【対処すべき課題】 

    当中間連結会計期間中に本社工場で発生した火災に伴い、損傷の大きい工場建物の一部について建て直すこと 

といたしました。生産への影響を極力抑えながら、当下半期より生産ラインの移設、建物の解体を順次進め、本 

年11月に新工場着工、翌年４月竣工の予定であります。 

また、塗装設備については新工場内に新設の予定でありますが、被災設備を本年８月に仮復旧し、当面の生産 

への対応を図っております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

    当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

    当社グループは、家具関連を中心とした当社グループの品質及び環境方針に即し「人間と環境に優しいモノづ 

   くり」をテーマに、高品質で、顧客にとって安全かつ使い易く、また長くお使いいただける商品を提供します。 

また環境負荷の低減のため、再生素材の活用や再生利用のための分別分解が容易な設計などの研究・開発を積極 

的に行っております。顧客のニーズと変化に対応した洗練された上質な家具の提供を通じ、社会の快適空間創り 

に貢献したいと考えております。 

    当中間連結会計期間の研究開発費用は17百万円であり、主な研究開発成果は以下のとおりであります。 

  

    ＜家具関連＞ 

     (1) 学校家具関連 

         新しい学習指導要領により変化していく学校に対し、多様化する学習カリキュラムに対応した家具の 

       研究開発を継続しております。平成18年12月には、大学市場を意識したＬ型合板使用の講義室向けイス 

「パンジー２型」を開発し、私立大学をはじめとする各教育施設に納入いたしました。 

        また、私学を中心とした教育環境の充実に対するニーズに応える為、従来の発想にとらわれず、新機 

能・新素材を使用した、環境配慮型の新しい教室用家具の研究を推進いたしました。 

     (2) 飲食用家具関連 

 メンテナンス性の高さと、シンプルで飽きのこないデザインで高い評価を頂いている「レイカ」シリ 

ーズの特徴であるラミネート構造の新たな展開に向けて、研究・開発を推進いたしました。 

     (3) 会議・研修室用家具関連 

 上質な家具へのニーズの高まりを受けて、アルミ素材を使用した会議用テーブル、および無裁縫ニッ 

トを使用した小イスの研究・開発を推進いたしました。また、大規模会議施設向けに新型の連結機構を 

開発いたしました。 

     (4) 高齢者・医療施設用家具関連 

        当社の得意とする総合待合用のユニバーサルデザインのベンチや中待合向けにも提案できる、上質感 

       のあるタンデムベンチの研究・開発を推進いたしました。 

     （5）ロビー用家具関連 

        金融市場向けに、顧客のパーソナル感を尊重した一人掛け安楽イスとテーブルの「アゼリアシリーズ」 

の開発を推進いたしました。 

     （6）健康増進家具関連 

        健康増進に関心が高まる中、様々なシチュエーションに使用できるデザインの「パンチェア」を開発、 

       発売し、腰痛予防及び体位バランス向上につながる機能及びデザインにおいて、著名な認証機関より高 

       い評価を頂きました。 

  

    ＜その他＞ 

       特記すべき事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

 



第３ 【設備の状況】
 

  

１ 【主要な設備の状況】 

    当中間連結会計期間において、本社工場の火災により設備を損傷したため、下記を除却しております。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  (1) 重要な設備計画の変更 

     前連結会計年度末に計画していた重要な設備計画のうち、当社本社工場で設備を新設する計画をしておりま 

した学習机組立設備については、工場建物完成後となったため、来期以降に延期いたしました。 

     また、本社工場の火災による工場棟修復等については、被災した建物の一部を解体、次のとおり新設する計 

    画に変更いたしました。 

  

  

  (2) 重要な設備新設等 

     当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の改修について完了したもの 

    はありません。 

  

  

  

  

会社名 設備の内容 帳簿価額（千円） 

㈱ホウトク 建物及び構築物 31,571 

㈱ホウトク 機械装置及び運搬具 15,957 

㈱ホウトク 工具器具及び備品 374 

  
               
計 

47,902 

会社名 所在地 
事業の 
名称 

設備の 
内容 

投資予定額 
（千円） 資金 

調達 
方法 

着手 
年月 

完成予 
定年月 

完成後の 
増加能力 

総額 
既支 
払額 

㈱ホウトク 
本社工場 

（愛知県小牧市） 
家具 
関連 

工場棟 
新設 

500,000   ― 自己 
資金 

平成19年 
11月 

平成20年 
4月 

   ― 

㈱ホウトク 
本社工場 

（愛知県小牧市） 
家具 
関連 

塗装 
設備 

250,000   ― 自己 
資金 

平成20年 
3月 

平成20年 
5月 

   ― 



第４ 【提出会社の状況】
 

  

１ 【株式等の状況】 

 (1) 【株式の総数等】 

  ① 【株式の総数】 

  

  ② 【発行済株式】 

  

  

 (2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

 (4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

          普通株式 28,892,000   

計 28,892,000   

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年５月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年８月27日) 

上場証券取引所名又は 
 登録証券業協会名 

内容 

    普通株式  9,705,439 9,705,439 
名古屋証券取引所 
市場第二部 

― 

計 9,705,439 9,705,439 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日 

    ― 9,705     ― 545,393     ― 1,800,000 



  

 (5) 【大株主の状況】 

  
  
  (6) 【議決権の状況】 

  ① 【発行済株式】 

  
 

    平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

 発行済株式総数に対す 
 る所有株式数の割合 

 （％） 

ソシエテジェネラルエヌアー 
ルエイエヌオーディティティ 
(常任代理人 香港上海銀行 

東京支店） 

東京都中央区日本橋3丁目11-1 1,093 11.26 

安藤 茂 名古屋市瑞穂区 1,001 10.31 

三輪 修 名古屋市中川区 569 5.86 

安藤 守 名古屋市瑞穂区 336 3.46 

安藤妙子 東京都武蔵野市 303 3.12 

ホウトク販売グループ 
持株会 

愛知県小牧市大字上末字東山3509-190 277 2.86 

ホウトク桃光会持株会 愛知県小牧市大字上末字東山3509-190 250 2.57 

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦3丁目19-17 189 1.95 

安藤誠哉 東京都武蔵野市 151 1.55 

徳倉建設株式会社 名古屋市中区錦3丁目13-5 147 1.51 

計 ― 4,318 44.50 

(注) 当社は自己株式1,679千株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。 

  平成19年５月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式        ―         ― ― 

議決権制限株式（自己株式等）        ―         ― ― 

議決権制限株式（その他）        ―         ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,679,000         ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,957,000 7,957 ― 

単元未満株式 普通株式 69,429         ― ― 

発行済株式総数   9,705,439         ― ― 

総株主の議決権        ― 7,957 ― 

(注)  完全議決権株式（その他）欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000株（議決権の数 
    ２個）含まれております。 



  ② 【自己株式等】 

  

  

 ２ 【株価の推移】 

   【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

  

 ３ 【役員の状況】 

    前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

        平成19年５月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に対 
する所有株式数の割合 

(％) 

(株)ホウトク 
小牧市大字上末 
字東山3509-190 

1,679,000     ― 1,679,000 17.30 

計 ― 1,679,000     ― 1,679,000 17.30 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

高（円） 250 250 235 199 185 190 

低（円） 200 220 180 169 159 164 

(注) 株価は、名古屋証券取引所(市場第二部)の取引相場によっております。 



第５ 【経理の状況】
 

  

 １ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

  

 (1)  当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

   令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規 

   則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸 

表規則に基づいて作成しております。 

     

 (2)  当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、前中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基 

づき、当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ 

いて作成しております。 

   

  

  

  

  

 ２ 監査証明について 

  

    当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31 

   日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前 

   中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年12月１日から平成 

   19年５月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  

  



  １ 【中間連結財務諸表等】
 

 (1) 【中間連結財務諸表】 

  ① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



  

 
 

 



 

 ② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



 

 ③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

    前中間連結会計期間（自 平成17年12月1日 至 平成18年5月31日） 

  

  

 



  

     当中間連結会計期間（自 平成18年12月1日 至 平成19年5月31日） 

  

  

 



 前連結会計年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日） 

  

  

 
 

  



 ④ 【中間連結キャッシュ・フロ－計算書】
 

   
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
  連結子会社の数    ４社 
   連結子会社の名称 
    ㈱アド・ホーク 
    芳徳家具有限公司 
    ㈱フジテック 
    ㈱サントク 
  

１ 連結の範囲に関する事項 
    連結子会社の数    ４社 
   連結子会社の名称 
    ㈱アド・ホーク 
    芳徳家具有限公司 
    ㈱フジテック 
    ㈱サントク 
  なお、前連結会計年度において子

会社であった㈱アド・ホークは、
当社が所有しておりました株式を
当中間連結会計期間中にすべて売

  却したため、当中間連結会計期間
末において連結の範囲から除いて
おります。なお、同社の当中間連
結会計期間における損益計算書、
キャッシュ・フローは、中間連結
損益計算書、中間連結キャッシュ
・フロー計算書に含まれており、
貸借対照表は、中間連結貸借対照
表に含まれておりません。  

１ 連結の範囲に関する事項 
  連結子会社の数    ４社 
   主要な連結子会社の名称 
   ２．「企業集団の状況」に 
   記載しているため省略して 
   おります。 

２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法を適用していない関連会社 
   ㈱静岡ホウトク 
   ㈱静岡ホウトクは、中間純損益 
   （持分に見合う額）及び利益剰 

余金（持分に見合う額）等から 
みて、持分法の対象から除いて 
も中間連結財務諸表に及ぼす影 
響が軽微であり、かつ、全体と 
しても重要性がないため持分法 
の適用範囲から除外しておりま 
す。 

２ 持分法の適用に関する事項 
     同左 

２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法を適用していない関連会社 
   ㈱静岡ホウトク 
   ㈱静岡ホウトクは、当期純損益 
   （持分に見合う額）及び利益剰 

余金（持分に見合う額）等から 
みて、持分法の対象から除いて 
も連結財務諸表に及ぼす影響が 
軽微であり、かつ、全体として 
も重要性がないため持分法の適 
用範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関 
  する事項 
   
    連結子会社の中間期の末日 
   は、中間連結決算日と一致し 
   ております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関 
  する事項 
     同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関 
  する事項 
    連結子会社の事業年度末日 
   と、連結決算日は一致してお 
   ります。 



  

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評 
   価方法 
 (イ)有価証券 
  ａ満期保有目的の債券 
    償却原価法（定額法） 
  ｂその他有価証券 
   時価のあるもの 
     中間連結決算日の市場 
    価格等に基づく時価法（ 
    評価差額は全部純資産直 
    入法により処理し、売却 
    原価は移動平均法により 
     算定） 
   時価のないもの 
     移動平均法による原価法 
 (ロ)たな卸資産 
    主として先入先出法によ 
   る原価法 
 (2) 重要な減価償却資産の減価償 
   却方法 
 (イ)有形固定資産 
    建物(建物附属設備を含む) 
         ・・・・定額法 
      ただし、一部の連結子 
     会社は定率法 
    建物以外 ・・・・定率法 
      なお、主な耐用年数は 
     次のとおりであります。 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評 
   価方法 
 (イ)有価証券 
  ａ満期保有目的の債券 
     同左 
  ｂその他有価証券 
   時価のあるもの 
     同左 
  
  
  
  
  
   時価のないもの 
     同左 
  
 (ロ)たな卸資産 
     同左 
  
 (2) 重要な減価償却資産の減価償 
   却方法 
 (イ)有形固定資産 
    建物(建物附属設備を含む) 
         ・・・・定額法 
      ただし、一部の連結子 
     会社は定率法 
    建物以外 ・・・・定率法 
      なお、主な耐用年数は 
     次のとおりであります。 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評 
   価方法 
 (イ)有価証券 
  ａ満期保有目的の債券 
     同左 
  ｂその他有価証券 
   時価のあるもの 
     連結決算日の市場価格 
    等に基づく時価法（評価 
    差額は全部純資産直入法 
    により処理し、売却原価 
    は移動平均法により算定）
     
   時価のないもの 
     同左 
  
(ロ)たな卸資産 

     同左 
  
 (2) 重要な減価償却資産の減価償 
   却方法 
 (イ)有形固定資産 
     同左 
  

  建物及び構築物 ３年～50年   建物及び構築物 ３年～50年   建物及び構築物 ３年～50年 

  機械装置及び運搬具 ３年～13年   機械装置及び運搬具 ３年～13年 
  機械装置及び運搬
具 

３年～13年 

  その他 ２年～20年   その他 ２年～20年   その他 ２年～20年 

  （会計方針の変更） 
  当中間連結会計期間から、平成19 
 年度の法人税法の改正に伴い、平成 
 19年4月1日以降取得した有形固定資 
産について改正後の法人税法に規定 
する減価償却の方法に変更しており 
ます。この変更による影響は軽微で 
あります。 

  

 (ロ)無形固定資産 
    定額法によっております。 

 (ロ)無形固定資産 
     同左 

 (ロ)無形固定資産 
     同左 



  

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

 (3) 繰延資産の処理方法 
   社債発行費 
    支出時に全額費用処理して 
    おります。 

  
     ―――――――   

 (3) 繰延資産の処理方法 
   社債発行費 
    支出時に全額費用処理して 
    おります。 

 (4) 重要な引当金の計上基準  (4) 重要な引当金の計上基準  (4) 重要な引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金  (イ)貸倒引当金  (イ)貸倒引当金 

    債権の貸倒れに備えるため、 
   一般債権については貸倒実績 
   率により、貸倒懸念債権等特 
   定の債権については回収可能 
   性を検討し、回収不能見込額 
   を計上しております。 

       同左         
同左 

 (ロ)退職給付引当金  (ロ)退職給付引当金  (ロ)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える 
   ため、当連結会計年度末にお 
   ける退職給付債務及び年金資 
   産の見込額に基づき、当中間 
   連結会計期間末において発生 
   していると認められる額を計 
   上しております。 
    なお、会計基準変更時差異 
   1,125,010千円については、 
   15年による按分額を費用処理 
   しております。 
    数理計算上の差異は、各連 
   結会計年度の発生時における 
   従業員の平均残存勤務期間に 
   よる定額法により按分した額 
   をそれぞれ発生の翌連結会計 
   年度から費用処理しており 
   ます。 

     同左     従業員の退職給付に備える 
   ため、当連結会計年度末にお 
   ける退職給付債務及び年金資 
   産の見込額に基づき、当連結 
   会計年度末において発生して 
   いると認められる額を計上し 
   ております。 
    なお、会計基準変更時差異 
   1,125,010千円については、 
   15年による按分額を費用処理 
   しております。 
    数理計算上の差異は、各期 
   の発生時における従業員の平 
   均残存勤務期間による定額法 
   により按分した額をそれぞれ 
   発生の翌連結会計年度から費 
   用処理しております。 

 (ハ)役員退職慰労引当金  (ハ)役員退職慰労引当金  (ハ)役員退職慰労引当金 

    役員退職慰労金の支給に備 
   えるため、主として内規に基 
   づく中間期末要支給額の100％ 
   を計上しております。 

    役員退職慰労金の支給に備 
   えるため、内規に基づく中間 

期末要支給額の100％を計上し 
ております。 

    役員退職慰労金の支給に備 
   えるため、主として内規に基 
   づく期末要支給額の100％を 
   計上しております。 

   (ニ)火災復旧損失引当金   

    ―――――――      本社工場火災により損傷し 
   た資産の修繕、撤去等の費用 
   に充てるため、損失負担見込 
   額を計上しております。 

    ―――――――  



  

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が、借 
   主に移転すると認められるも 
   の以外のファイナンス・リー 
   ス取引については、通常の賃 
   貸借取引に係る方法に準じた 
   会計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
     同左 
  

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
     同左 
  

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
 (イ)ヘッジ会計の方法 
     金利スワップについては、 
    特例処理の要件を満たして 
    おりますので、特例処理を 
    採用しております。 
 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 ・・・ 
       金利スワップ 
   ヘッジ対象 ・・・ 
       借入金の支払金利 
 (ハ)ヘッジ方針 
     変動金利による借入金金 
    利を固定金利に交換し、金 
    利変動リスクをヘッジして 
    おります。 
 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
     金利スワップの特例処理 
    の要件を満たしているため、 
    有効性の判定を省略してお 
    ります。 
  
 (7) その他中間連結財務諸表作成の 
   ための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
        税抜方式によっておりま 
    す。 
     なお、「仮受消費税等」 
    及び「仮払消費税等」は相 
    殺のうえ流動負債の「未払 
    消費税等」として表示して 
    おります。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
 (イ)ヘッジ会計の方法 
     同左 
  
  
  
 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
     同左 
  
  
  
 (ハ)ヘッジ方針 
     同左 
  
  
  
 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
     同左 
  
  
  
  
 (7) その他中間連結財務諸表作成の 
   ための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
     同左 
  

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
 (イ)ヘッジ会計の方法 
     同左 
  
  
  
 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
     同左 
  
  
  
 (ハ)ヘッジ方針 
     同左 
  
  
  
 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
     同左 
  
  
  
  
 (7) その他連結財務諸表作成のため 
   の基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
        税抜方式によっておりま 
    す。 

５ 中間連結キヤッシュ・フロー計算 
  書における資金の範囲 

５ 中間連結キヤッシュ・フロー計算 
  書における資金の範囲 

５ 連結キヤッシュ・フロー計算書に 
  おける資金の範囲 

    手許現金、随時引き出し可 
   能な預金及び容易に換金可能 
   であり、かつ、価値の変動に 
   ついて僅少なリスクしか負わ 
   ない取得日から３ヶ月以内に 
   償還期限の到来する短期投資 
   からなっております。 

      同左       同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至  平成18年11月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
  当中間連結会計期間より、固定 
 資産の減損に係る会計基準（「固 
 定資産の減損に係る会計基準の設 
 定に関する意見書」（企業会計審 
 議会 平成14年８月９日））及び 
 「固定資産の減損に係る会計基準 
 の適用指針」（企業会計基準適用 
 指針第６号 平成15年10月31日） 
 を適用しております。これにより 
 営業利益及び経常利益は186千円 
 増加し、税金等調整前中間純利益 
 は7,653千円減少しております。 
  なお、減損損失累計額について 
 は、改正後の中間連結財務諸表規 
 則に基づき各資産の金額から直接 
 控除しております。 
  
（貸借対照表の純資産の部の表示に 
 関する会計基準） 
  当中間連結会計期間より、「貸 
 借対照表の純資産の部の表示に関 
 する会計基準」（企業会計基準第 
 ５号 平成17年12月９日）及び 
 「貸借対照表の純資産の部の表示 
 に関する会計基準等の適用指針」 
 （企業会計基準適用指針第８号 
 平成17年12月９日）を適用して 
 おります。 
  従来の資本の部の合計に相当す 
 る金額は3,696,326千円でありま 
 す。 
  なお、中間連結財務諸表規則の 
 改正により、当中間連結会計期間 
 における中間連結貸借対照表の純 
 資産の部については、改正後の中 
 間連結財務諸表規則により作成し 
 ております。 

  
     ―――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
  当連結会計年度より、固定資産 
 の減損に係る会計基準(「固定資 
 産の減損に係る会計基準の設定に 
 関する意見書」(企業会計審議会  
 平成14年８月９日))及び「固定資 
 産の減損に係る会計基準の適用指 
 針」（企業会計基準適用指針第６ 
号 平成15年10月31日)を適用して 

 おります。これにより営業損失及 
 び経常損失は371千円減少し、税金 
 等調整前当期純損失は9,318千円増 
 加しております。 
  なお、減損損失累計額について 
 は、改正後の連結財務諸表規則に 
 基づき各資産の金額から直接控除 
 しております。 
  
（貸借対照表の純資産の部の表示に 
 関する会計基準） 
  当連結会計年度より、「貸借対 
 照表の純資産の部の表示に関する 
 会計基準」(企業会計基準第５号  
 平成17年12月９日)及び「貸借 
 対照表の純資産の部の表示に関す 
 る会計基準等の適用指針」(企業会 
 計基準適用指針第８号 平成17年 
 12月９日)を適用しております。 
  従来の資本の部の合計に相当す 
 る金額は3,424,968千円でありま 
 す。 
  なお、連結財務諸表規則の改正 
 により、当連結会計年度における 
 連結貸借対照表の純資産の部につ 
 いては、改正後の連結財務諸表規 
 則により作成しております。 
  



（表示方法の変更） 

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至  平成18年11月30日) 

  
  ――――――――― 

  

前中間連結会計期間まで営業外 
収益「その他」に含めて表示して 
いた「スクラップ売却収入」は営 
業外収益の合計額の10/100を超え 
ることとなったため、区分掲記す 
ることに変更しました。 

  なお、前中間連結会計期間にお 
ける「スクラップ売却収入」の金 
額は459千円であります。  

  前連結会計年度まで営業外収益 
 「その他」に含めて表示していた 
 「金型売却収入」は営業外収益の 
 合計額の10/100を超えることとな 
 ったため、区分掲記することに変 
 更しました。 
  なお、前連結会計年度における 
 「金型売却収入」の金額は1,918千 
 円であります。  

     



 注記事項 

 （中間連結貸借対照表関係） 

  

  

 

前中間連結会計期間末 
(平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(平成18年11月30日) 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

                 

   建物 361,220千円    建物 290,560千円    建物 351,619千円

   土地 1,658,629千円    土地 1,658,629千円    土地 1,658,629千円

   投資有価証券 1,048,007千円    投資有価証券 999,737千円    投資有価証券 1,064,983千円

  合計   3,067,857千円   合計   2,948,927千円   合計   3,075,231千円

      

  上記に対応する債務   上記に対応する債務   上記に対応する債務 

   短期借入金 490,000千円    短期借入金 300,000千円    短期借入金 300,000千円

   長期借入金 608,966千円    長期借入金 519,684千円    長期借入金 421,930千円

     （一年以内返済予定の長期 
     借入金を含む） 

     （一年以内返済予定の長期 
     借入金を含む） 

  
  

   （一年以内返済予定の長期 
     借入金を含む） 

      

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

    4,751,422千
円 

    4,172,357千円     4,575,436千円

            

※３ 
  

※３ 火災に伴う当中間連結会計期間 
末現在の受取保険金の状況 

※３ 
  

    ――――――――      火災保険金 1,800,000千円     ―――――――― 

       受取保険金 700,000千円   

    差引 未収保険
金 

  1,100,000千円   

  
  

          

※４ ※４ 圧縮未決算特別勘定の内訳  ※４ 

    ――――――――   建物 464,463千円     ―――――――― 

    構築物 2,987千円   

    機械装置 234,171千円   

       合計   701,622千円   

     上記の金額は、火災により被災 
した建物等の代替資産の取得予定 
額をもとに算定しております。 

  

                

※５ ※５ 火災復旧損失引当金の内訳 ※５ 

     ――――――――   被災建物の解体に伴
う 
移設工事費等の予定
額 

  
105,000千円

     ―――――――― 

              

 ６ 保証債務  ６ 保証債務  ６ 保証債務 

    従業員の借入に対し、債務保証 
を行っております。 

    従業員の借入に対し、債務保証 
を行っております。 

    従業員の借入に対し、債務保証 
を行っております。 

  従業員   3,477千円   従業員   2,568千円   従業員   3,025千円

                         



  

 （中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち 
     主要な費目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち 
     主要な費目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち 
     主要な費目及び金額 

  運賃   163,052千円    運賃   166,462千円    運賃   279,146千円  

  給料   394,321千円    給料   382,809千円    給料   782,085千円  

  
役員退職慰労 
引当金繰入額 

  6,068千円    
役員退職慰労 
引当金繰入額 

  3,854千円    
役員退職慰労 
引当金繰入額 

  11,383千円  

  貸倒引当金繰入額 5,279千円     貸倒引当金繰入額 7,004千円         
              

※２ 固定資産売却損及び除却損の 
     内訳 

※２ 固定資産売却損及び除却損の 
     内訳 

※２ 固定資産売却損及び除却損の 
     内訳 

  固定資産売却損       固定資産売却損       固定資産売却損     

   建物及び構築物 5,041千円     
 機械装置及び 
 運搬具 

719千円     建物及び構築物 5,041千円  

  固定資産除却損       固定資産除却損       固定資産除却損     

  
  

 機械装置及び 
 運搬具 

625千円     
 機械装置及び 
 運搬具 

1,312千円     建物及び構築物 64千円  

  
  

  その他 317千円       その他 720千円    
 機械装置及び 
 運搬具 

9,657千円  

     計   943千円         計   2,032千円     その他 2,592千円  

    合計   5,985千円       合計   2,752千円       計   12,314千円  

                        合計   17,355千円  

            



  

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

※３ 減損損失 
   当中間連結会計期間において、 
  以下の資産グループについて減 
  損損失を計上しております。 

資産のグルーピングは、遊休資 
 産については個別物件単位、事業 
 資産については管理会計上の区分 
 に基づき決定しております。 
  遊休資産については、土地の時 
 価が取得原価に比べて著しく下落 
 しているため、各遊休資産の帳簿 
 価額を回収可能価額まで減額し、 
 また、事業資産については、管理 
 会計上の会計責任単位毎にグルー 
 ピングしております。当該減少額 
 を減損損失7,840千円として特別 
 損失に計上しております。 
 その内訳は、建物及び構築物2,055 
 千円、土地2,211千円、無形固定資 
 産3,380千円及びその他192千円で 
 あります。 
  なお、当資産グループの回収可 
 能価額は正味売却価額により算定 
 しており、直近の固定資産税評価 
 額を基礎として評価しております。 

  
  
  
   

場所 用途 種類 
固定資産
減損損失
(千円) 

石川県鳳珠
郡 

遊休 土地 1,197 

長野市門沢 遊休 土地 1,014 
大阪支社 
（大 阪 市 西
区ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

3,282 

西日本支店
（広 島 市 中
区ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

2,345 

※３ 
    
    ―――――――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  

※３ 減損損失 
当連結会計年度において、以下 

の資産グループについて減損損失 
を計上しております。 

資産のグルーピングは、遊休資産 
 については個別物件単位、事業資産 
 については管理会計上の区分に基づ 
 き決定しております。 
   遊休資産については、土地の時価 
 が取得原価に比べて著しく下落して 
 いるため、事業資産については収益 
 性が低下したため、また、のれんに 
 ついては株式取得時に検討した事業 
 計画において、当初想定していた収 
 益が見込めなくなったため、各資産 
 の帳簿価額を回収可能価額まで減額 
 し当該減少額を減損損失9,690千円と 
 して特別損失に計上しております。 
 また、事業資産については、管理会 
 計上の会計責任単位毎にグルーピン 
 グしております。減損損失の内訳は、 
建物及び構築物2,055千円、工具器具 
備品192千円、土地2,211千円及び無 
形固定資産5,230千円であります。 

   なお、当資産グループの回収可能 
 価額は正味売却価額により算定して 
 おり、直近の固定資産税評価額を基 
 礎として評価しております。 

場所 用途 種類 
固定資産
減損損失
(千円) 

石川県鳳珠郡 遊休 土地 1,197

長野市門沢 遊休 土地 1,014

大阪支社
（大阪市西区
ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

3,282

西 日 本 支 店
（広島市中区
ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

2,345

  ――― ― のれん 1,850



  

  

次へ 

 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

※４  ※４ 火災損失の内訳 ※４  

  
   ――――――――    たな卸資産 562,341千円   

    ―――――――― 
  

         建物等固定資産 81,568千円      

        
 修繕費その他の 
 経費 

193,995千円     
 

          合計   837,905千円        

      

※５  ※５ 圧縮記帳未決算特別勘定繰入額 ※５  

     ――――――――   火災により被災した建物等の代替 
資産の取得予定額をもとに算定して 
おります。 

     ―――――――― 

      

６ 当グループの売上高は、通常 
  の営業形態として下半期に比べ 
  上半期の金額が多いため、連結 
  会計年度の売上高と下半期の売 
  上高との間に著しい相違があり 

上半期と下半期の業績に季節的 
  変動があります。 
  

６   同左 ６    
    ―――――――― 

     



（中間連結株主資本等変動計算書関係）
 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

  

 1 発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                  （単位：株） 

  

  

 ２ 自己株式の種類及び総数に関する事項                                                    （単位：株） 

 （変動事由の概要）  

  増減の主な内訳は、次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取による増加            903株 

   

３ 配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

     

  

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

発行済株式 
 普通株式 

    9,705,439              ―              ― 9,705,439 

合計          9,705,439                ―               ― 9,705,439 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

自己株式 
 普通株式 

  1,681,276 
               
903 

             ― 1,682,179 

合計          1,681,276 
          
       903 

              ― 1,682,179 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

 １株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

 平成18年２月24日 
 定時株主総会 

普通株式 32,096,652 4  平成17年11月30日  平成18年２月25日 



  

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

  

 1 発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                  （単位：株） 

  

  

 ２ 自己株式の種類及び総数に関する事項                                                    （単位：株） 

 （変動事由の概要）  

  増減の主な内訳は、次のとおりであります。 

  １．単元未満株式の買取による増加            206株 

  ２．連結子会社による親会社株式の処分         3,000株 

  

３ 配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

    該当事項はありません。 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

発行済株式 
 普通株式 

    9,705,439              ―              ― 9,705,439 

合計          9,705,439                ―               ― 9,705,439 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

自己株式 
 普通株式 

  1,682,301                206 
            
3,000 

1,679,507 

合計          1,682,301                  206 
          
   3,000 

1,679,507 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  

 1 発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                  （単位：株） 

  

  

 ２ 自己株式の種類及び総数に関する事項                                                     （単位：株） 

 （変動事由の概要）  

  増減の主な内訳は、次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取による増加            1,025株 

   

３ 配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

     

  

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

発行済株式 
 普通株式 

    9,705,439              ―              ― 9,705,439 

合計          9,705,439                ―               ― 9,705,439 

  
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

自己株式 
 普通株式 

  1,681,276              1,025              ― 1,682,301 

合計          1,681,276                1,025               ― 1,682,301 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

 １株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

 平成18年２月24日 
 定時株主総会 

普通株式 32,096,652 4  平成17年11月30日  平成18年２月25日 



  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末 
   残高と中間連結貸借対照表に記 
   載されている科目の金額との関 
   係 
                千円 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末 
   残高と中間連結貸借対照表に記 
   載されている科目の金額との関 
   係 
               千円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高 
   と連結貸借対照表に記載されて 
   いる金額との関係 
  
               千円 

 現金及び預金勘定 1,197,456    現金及び預金勘定 1,382,885    現金及び預金勘定 927,419   

 有価証券勘定 746,489    有価証券勘定 608,347    有価証券勘定 747,101   

計   1,943,945   計   1,991,233   計   1,674,521   

  預入期間が３ヶ月 
  を超える定期預金 

△115,000   
  預入期間が３ヶ月 
  を超える定期預金 

△40,000
    預入期間が３ヶ月 

  を超える定期預金 
△115,000

  

  価値変動リスクの 
  ある投資信託及び 
  割引債券 

△23,998   
  価値変動リスクの 
  ある投資信託及び 
  割引債券 

△1,993   
  価値変動リスクの 
  ある投資信託及び 
  割引債券 

△23,998   

  現金及び現金同等物 1,804,947     現金及び現金同等物 1,949,239     現金及び現金同等物 1,535,523   

      

※２ 
    ―――――――― 

※２ 株式の売却により連結子会社で 
  なくなった会社の資産及び負債の 
  主な内容 
  株式の売却により㈱アド・ホーク 
  が連結子会社でなくなったことに 
  伴う売却時の資産及び負債の内訳 

並びに㈱アド・ホーク株式の売却 
価額と売却による支出との関係は 
次のとおりであります。  

※２ 
    ―――――――― 

        千円        

        流動資産 42,708         

        固定資産 10,941         

        流動負債 △9,110         

        固定負債 △25,024         

        株式売却益 2,084         

      
 ①㈱アド・ホーク 
 株式の売却価額 

21,600
    

 
  

      
 ②㈱アド・ホーク 
 の現金及び現金同 
等物 

△39,432
    

 
  

      
 ㈱アド・ホーク株 
 式売却による支出 

△17,832
    

 
  

                  



（リース取引関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転する 
と認められるもの以外のファイナンス 
・リース取引 
(注)リース資産に配分された減損損 
   失はないため、減損損失に関す 
   る項目等の記載は省略しており 
   ます。 

リース物件の所有権が借主に移転する 
と認められるもの以外のファイナンス 
・リース取引 
   同左 

リース物件の所有権が借主に移転する 
と認められるもの以外のファイナンス 
・リース取引 
  同左 
     

 (1)リース物件の取得価額相当額、 
  減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、 
  減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、 
   減価償却累計額相当額及び期末 
   残高相当額 

    取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相 
当額 

中間期末 
残高相当 
額 

    取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

    取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相 
当額 

期末残高
相当額 

    (千円) (千円) (千円)    (千円) (千円) (千円)    (千円) (千円) (千円)

  機械装置 
及び 
運搬具 

3,670 2,691 978 
  その他 

(工具器 
具備品) 

51,996 22,312 29,684
  機械装置

及び 
運搬具 

3,670 3,058 611

  その他 
(工具器 
具備品) 

51,996 11,912 40,083 
  

合計 51,996 22,312 29,684
  その他 

(工具器 
具備品) 

51,996 17,112 34,883

  
合計 55,666 14,604 41,061 

  
       

 
合計 55,666 20,170 35,495

   なお、取得価額相当額は未経過 
  リース料中間期末残高が有形固定 
  資産の中間期末残高等に占める割 
  合が低いため、支払利子込み法に 
  より算定しております。 
  

  
    同左 

   なお、取得価額相当額は未経過 
  リース料期末残高が有形固定資産 
  の期末残高等に占める割合が低い 
  ため、支払利子込み法により算定 
  しております。 

 (2)未経過リース料中間期末残高相当 
  額 

 (2)未経過リース料中間期末残高相当 
  額 

 (2)未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内 11,133千円    １年以内 10,399千円    １年以内 11,010千円 

  １年超 29,928千円    １年超 19,284千円    １年超 24,484千円 

    合計 41,061千円      合計 29,684千円      合計 35,495千円 

   なお、未経過リース料中間期末 
  残高相当額は、未経過リース料中 
  間期末残高が有形固定資産の中間 
  期末残高等に占める割合が低いた 
  め、支払利子込み法により算定し 
  ております。 
  

  
    同左 

   なお、未経過リース料期末残高 
  相当額は、未経過リース料期末残 
  高が有形固定資産の期末残高等に 
  占める割合が低いため、支払利子 
  込み法により算定しております。 

 (3)支払リース料及び減価償却費相 
  当額 

 (3)支払リース料及び減価償却費相 
  当額 

 (3)支払リース料及び減価償却費相 
  当額 

   支払リース料 5,087千円      支払リース料 5,566千円     支払リース料 10,654千円 

   減価償却費相当額 5,087千円      減価償却費相当額 5,566千円     減価償却費相当額 10,654千円 

  
 (4)減価償却費相当額の算定方法 

  
 (4)減価償却費相当額の算定方法 

  
 (4)減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、 
   残存価額を零とする定額法に 
   よっております。 

    同左     同左 



（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成18年5月31日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

  

  

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

 ３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

 (1) 株式 624,887 1,140,990 516,102 

 (2) 債券       

     社債        ―       ―       ― 

     その他        9,820 9,516 △304 

 (3) その他 81,855 82,573 717 

合計 716,563 1,233,079 516,515 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

 (1) 満期保有目的の債券     

     割引債券 23,998   

 (2) その他有価証券     

     公社債投資信託 16,997   

     ＭＭＦ 705,493   

     非上場株式 61,217   



 当中間連結会計期間末（平成19年5月31日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

  

  

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

 ３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

 (1) 株式 624,888 1,130,741 505,853 

 (2) 債券       

     国債        9,820 9,670 △150 

     その他        ―        ―        ― 

 (3) その他 180,987 183,823 2,835 

合計 815,696 1,324,234 508,538 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

 (1) 満期保有目的の債券     

     割引債券 1,993   

 (2) その他有価証券     

     ＭＭＦ 606,354   

     非上場株式 61,817   



 前連結会計年度末（平成18年11月30日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

     該当事項はありません。 

  

  

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

 ３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額(千円) 

 (1) 株式 624,888 1,143,654 518,766 

 (2) 債券       

     社債        ―        ―        ― 

     その他      9,820  9,634 △186 

 (3) その他 81,187 81,839 652 

合計 715,896 1,235,127 519,231 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

 (1) 満期保有目的の債券     

     割引債券 23,998   

 (2) その他有価証券     

     公社債投資信託 17,006   

     ＭＭＦ 706,067   

     非上場株式 61,817   



（デリバティブ取引関係）
 

   前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 

  至平成19年５月31日）及び前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日）のいずれにおいても、デ 

リバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、注記の対象から除いております。 

  

  

（セグメント情報） 

   【事業の種類別セグメント情報】 

    前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

      家具・遊戯具の製造販売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益 

     の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

  

    当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

      家具・遊戯具の製造販売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益 

     の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

  

    前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

      家具・遊戯具の製造販売事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業 

     利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略してお 

     ります。 

  

   【所在地別セグメント情報】 

    前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

      本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略 

     しております。 

  

    当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

      本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略 

     しております。 

  

    前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

      本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計額及び全セグメントの資産の金額の合計額 

     に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

  

   【海外売上高】 

    前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

      海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

    当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

      海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

    前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

      海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

 



  
 （１株当たり情報） 

  

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年12月１日 

 至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年12月１日 

 至 平成19年５月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年12月１日 

 至 平成18年11月30日) 

 

１株当たり純資産額   460円 70銭 

１株当たり中間純利益     5円 31銭 

  

   なお、潜在株式調整後１株当 

  たり中間純利益については、新 

  株予約権付社債等潜在株式が存 

  在しないため記載しておりませ 

  ん。 

１株当たり純資産額   454円 55銭 

１株当たり中間純利益    28円 55銭 

  

   同左 

  

  

  

  

１株当たり純資産額   426円 89銭 

１株当たり当期純損失   28円 71銭 

  

   なお、潜在株式調整後１株当 

  たり当期純損失については、新 

  株予約権付社債等潜在株式が存 

  在しないため記載しておりませ 

  ん。 

  (注)１  １株当たり中間純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  前中間連結会計期間 

 (自 平成17年12月１日 

 至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 

 (自 平成18年12月１日 

 至 平成19年５月31日)

前連結会計年度 

 (自 平成17年12月１日 

 至 平成18年11月30日) 

 
 中間純利益又は当期純損失（△） 

             （千円） 
42,610 229,078 △230,354 

   普通株主に帰属しない金額（千円）          ―          ―          ― 

 
 普通株式に係る中間純利益又は 

 当期純損失（△）        （千円） 
42,610 229,078 △230,354 

   期中平均株式数          （千株） 8,023 8,024 8,023 

  (注)２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前中間連結会計期間 

 (自 平成17年12月１日 

 至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間 

 (自 平成18年12月１日 

 至 平成19年５月31日)

前連結会計年度 

 (自 平成17年12月１日 

 至 平成18年11月30日)

 

 純資産の部の合計額   （千円） 3,710,454 3,648,175 3,436,776  

 純資産の部の合計額から控除する 

 金額          （千円） 
       14,128          ―        11,807  

 （少数株主持分）  (14,128)            ― (11,807)  

 普通株式に係る中間期末（期末） 

 の純資産額           （千円） 
3,696,326 3,648,175 3,,424,968  

 中間期末（期末）の普通株式の数 

                 （千株） 
8,023 8,025 8,023  



  

   （重要な後発事象） 

     

  

 (２) 【その他】 

       該当事項はありません。 

  

 前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 

  至 平成18年５月31日） 

 当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 

  至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 

  至 平成18年11月30日） 
  
  
     ―――――――― 

  
  
     ―――――――― 

 平成19年１月29日に提出会社の本 
社工場で火災が発生、塗装設備及び 
製品倉庫の一部を焼失し、操業を停 
止しておりましたが、2月8日より一 
部を除き操業を再開いたしました。 
 被害を受けた塗装設備は平成19年 
11月頃復旧の予定であり、塗装につ 
いては当面他の塗装設備への振替及 
び外注加工で対応しており、また、 
製品倉庫につきましては社内及び賃 
貸倉庫により対応いたしておりま
す。 
 この火災により翌連結会計年度に 
は、たな卸資産、建物及び機械装置 
等の損失と、復旧のための修繕費用 
等の損失が発生いたしますが、毀損 
した資産の帳簿価額は提出日現在60 
2,000千円で、当該資産には保険が付
されており、修繕費用も含めた実質 
損害額は現時点では未確定でありま 
す。 
 なお、操業の一部停止による減産 
に対しては、商品の仕入れによる代 
替により対応を図っております。 



 ２【中間財務諸表等】
 

 （1） 【中間財務諸表】 

   ① 【中間貸借対照表】 

  

 



  

  

  

  



 ② 【中間損益計算書】
 

  

 
 

  

  



 ③ 【中間株主資本等変動計算書】
 

   前中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 

 

 



  

 

   当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 

 

  

  

 



  

 

   前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 

 

  

  

  

 



 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

1 資産の評価基準 
 及び評価方法 

  
(1)有価証券 
 満期保有目的の債券 
   償却原価法（定額法） 
 関係会社株式 
   移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
   時価のあるもの 
   中間決算日の市場価格 
    等に基づく時価法 
     （評価差額は全部 
     純資産直入法によ 
     り処理し、売却原 
     価は移動平均法に 
     より算定） 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価 
    法 
  
(2)たな卸資産 
 製品商品 
  先入先出法による原価法 
 仕掛品 
    同上  
 原材料 
    同上 
 貯蔵品 
    同上 

  
(1)有価証券 
  
   同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
(2)たな卸資産 
  
   同左 

  
(1)有価証券 
 満期保有目的の債券 
   償却原価法（定額法） 
 関係会社株式 
   移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算日の市場価格等に 
    基づく時価法 
     （評価差額は全部 
     純資産直入法によ 
     り処理し、売却原 
     価は移動平均法に 
     より算定） 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価 
    法 
  
(2)たな卸資産 
  
   同左 

2 固定資産の減価 
 償却の方法 

  
(1)有形固定資産 
  建物(建物附属設備を含 
  む)      
      ・・・定額法 
  建物以外 
      ・・・定率法 
    なお、主な耐用年数 
    は次のとおりでありま 
   す。 

  
(1)有形固定資産 
  建物(建物附属設備を含 
  む)      
      ・・・定額法 
  建物以外 
      ・・・定率法 
    なお、主な耐用年数 
    は次のとおりでありま 
   す。 

  
(1)有形固定資産 
  建物(建物附属設備を含 
  む)      
      ・・・定額法 
  建物以外 
      ・・・定率法 
    なお、主な耐用年数 
    は次のとおりでありま 
   す。 

    建物 ３年～50年   建物 ３年～50年   建物 ３年～50年 

    機械装置 ７年～13年   機械装置 ７年～13年   機械装置 ７年～13年 

    その他 ２年～20年   その他 ２年～20年   その他 ２年～20年 

     （会計方針の変更） 
   当中間会計期間から、 
  平成19年度の法人税法の 
  改正に伴い、平成19年４ 
  月１日以降取得した有形 
  固定資産について改正後 
  の法人税法に規定する減 
  価償却の方法に変更して 
  おります。この変更によ 
  る影響額は軽微であり 
  ます。 

  

  (2)無形固定資産 
      ・・・定額法 

(2)無形固定資産 
   同左 

(2)無形固定資産 
   同左 



  

  

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

 3 繰延資産の処理方 
 法 

  
 社債発行費 
   支出時に全額費用処理 
  しております 
  

  
   ―――――――― 

  
 社債発行費 
   支出時に全額費用処理 
  しております 
  

4 引当金の計上基準   
 (1)貸倒引当金 
   債権の貸倒れに備える 
  ため、一般債権について 
  は貸倒実績率により、貸 
  倒懸念債権等特定の債権 
  については回収可能性を 
  検討し、回収不能見込額 
  を計上しております。 
  

  
 (1)貸倒引当金 
  
   同左 

  
 (1)貸倒引当金 
  
   同左 

   (2)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備 
  えるため、当事業年度末 
  における退職給付債務及 
  び年金資産の見込額に基 
  づき、当中間会計期間末 
  において発生していると 
  認められる額を計上して 
  おります。 
   なお、会計基準変更時 
  差異 1,125,010千円につ 
  いては、15年による按分 
  額を費用処理しておりま 
  す。 
   数理計算上の差異は、 
  各事業年度の発生時にお 
  ける従業員の平均残存勤 
  務期間による定額法によ 
  り按分した額を、それぞ 
  れ発生の翌事業年度から 
  費用処理しております。 
  

 (2)退職給付引当金 
  
   同左 

 (2)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備 
  えるため、当事業年度末 
  における退職給付債務及 
  び年金資産の見込額に基 
  づき、当事業年度末にお 
  いて発生していると認め 
  られる額を計上しており 
  ます。 
   なお、会計基準変更時 
  差異 1,125,010千円につ 
  いては、15年による按分 
  額を費用処理しておりま 
  す。 
   数理計算上の差異は、 
  各期の発生時における従 
  業員の平均残存勤務期間 
  による定額法により按分 
  した額を、それぞれ発生 
  の翌事業年度から費用処 
  理しております。 
  

   (3)役員退職慰労引当金 
   役員退職慰労金の支給 
  に備えるため、内規に基 
  づく中間期末要支給額の 
  100％ を計上しておりま 
  す。 
  

 (3)役員退職慰労引当金 
    同左 

 (3)役員退職慰労引当金 
   役員退職慰労金の支給 
  に備えるため、内規に基 
  づく期末要支給額の100％ 
  を計上しております。 
  

    
   ―――――――― 

 (4)火災復旧損失引当金 
    本社工場火災により損 
  傷した資産の修繕、撤去 
  等の費用に充てるため、 
  損失負担見込額を計上し 
  ております。 
  

  
   ―――――――― 



  

  

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

5 リース取引の処理 
 方法 

  
  リース物件の所有権が借 
 主に移転すると認められる 
 もの以外のファイナンス・ 
 リ－ス取引については、通 
 常の賃貸借取引に係る方法 
 に準じた会計処理によって 
 おります。 

  
  
   同左 

  
  
   同左 

6 ヘッジ会計の方法   
 (1)ヘッジ会計の方法 
   金利スワップについて 
  は、特例処理の要件を満 
  たしておりますので、特 
  例処理を採用しておりま 
  す。 
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段 
    ・・ 金利スワップ 
  ヘッジ対象 
    ・・ 借入金の支払金 
      利 
 (3)ヘッジ方針 
   変動金利による借入金 
  金利を固定金利に交換し 
  、金利変動リスクをヘッ 
  ジしております。 
 (4)ヘッジ有効性評価の方法 
   金利スワップの特例処 
  理の要件を満たしている 
  ため、有効性の判定を省 
  略しております。 

  
 (1)ヘッジ会計の方法 
   同左 
  
  
  
  
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   同左 
  
  
  
  
 (3)ヘッジ方針 
   同左 
  
  
  
 (4)ヘッジ有効性評価の方法 
   同左 
  

  
 (1)ヘッジ会計の方法 
   同左 
  
  
  
  
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   同左 
  
  
  
  
 (3)ヘッジ方針 
   同左 
  
  
  
 (4)ヘッジ有効性評価の方法 
   同左 
  
  
  

7 その他中間財務諸 
 表（財務諸表）作 
 成のための基本と 
 なる重要な事項 

  
 消費税等の会計処理 
   税抜方式によっており 
  ます。 
   なお、仮受消費税等と 
  仮払消費税等の中間期末 
  残高相殺後の金額は、流 
  動負債の「その他」に含 
  めております。 
  

  
 消費税等の会計処理 
   同左 
  

  
 消費税等の会計処理 
   税抜方式によっており 
  ます。 
  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

 次へ  

前中間会計期間 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間会計期間より、固定資産の 

 減損に係る会計基準（「固定資産の 
 減損に係る会計基準の設定に関する 
 意見書」(企業会計審議会 平成14 
 年８月９日)）及び「固定資産の減 
 損に係る会計基準の適用指針」(企 
 業会計基準適用指針第６号 平成15 
 年10月31日）を適用しております。 
 これにより営業利益及び経常利益は 
 186千円増加し、税引前中間純利益 
 は7,653千円減少しております。 
  なお、減損損失累計額について 
 は、改正後の中間財務諸表等規則に 
 基づき各資産の金額から直接控除し 
 ております。 
  
 （貸借対照表の純資産の部の表示に 
 関する会計基準） 
  当中間会計期間より、「貸借対照 
 表の純資産の部の表示に関する会計 
 基準」（企業会計基準第５号 平成 
 17年12月９日）及び「貸借対照表の 
 純資産の部の表示に関する会計基準 
 等の適用指針」（企業会計基準適用 
 指針第８号 平成17年12月９日）を 
 適用しております。 
  従来の資本の部の合計に相当する 
 金額は3,682,578千円であり、同会 
 計基準を適用した場合と同額であり 
 ます。 
  なお、中間財務諸表等規則の改正 
 により、当中間会計期間における中 
 間貸借対照表の純資産の部について 
 は、改正後の中間財務諸表等規則に 
 より作成しております。 
  

  
    ――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当事業年度より、固定資産の減損 
に係る会計基準（「固定資産の減損 
に係る会計基準の設定に関する意見 
書」(企業会計審議会 平成14年８ 
月９日)）及び「固定資産の減損に 
係る会計基準の適用指針」(企業会 
計基準適用指針第６号 平成15年10 
月31日）を適用しております。これ 
により営業損失び経常損失は371千 
円減少し、税引前当期純損失は7,4 
68千円増加しております。 

  なお、減損損失累計額について 
 は、改正後の財務諸表等規則に基づ 
 き各資産の金額から直接控除してお 
 ります。 
  
 （貸借対照表の純資産の部の表示に 
 関する会計基準） 
  当事業年度より、「貸借対照表の 
 純資産の部の表示に関する会計基 
 準」（企業会計基準第５号 平成17 
 年12月９日）及び「貸借対照表の純 
 資産の部の表示に関する会計基準等 
 の適用指針」（企業会計基準適用指 
 針第８号 平成17年12月９日）を適 
 用しております。 
  従来の資本の部の合計に相当する 
 金額は3,415,236千円であり、同会 
 計基準を適用した場合と同額であり 
 ます。 
  なお、財務諸表等規則の改正によ 
 り、当事業年度における貸借対照表 
 の純資産の部については、改正後の 
 財務諸表等規則により作成しており 
 ます。 
  



注記事項
 

 （中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
(平成18年５月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年５月31日) 

前事業年度末 
(平成18年11月30日) 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

                 

   建物 361,220千円    建物 290,560千円    建物 351,619千円

   土地 1,658,629千円    土地 1,658,629千円    土地 1,658,629千円

   投資有価証券 1,048,007千円    投資有価証券 999,737千円    投資有価証券 1,064,983千円

  合計   3,067,857千円   合計   2,948,927千円   合計   3,075,231千円

      

  上記担保に対応する債務   上記担保に対応する債務   上記担保に対応する債務 

   短期借入金 490,000千円    短期借入金 300,000千円    短期借入金 300,000千円

   長期借入金 608,966千円    長期借入金 519,684千円    長期借入金 421,930千円

     （一年以内返済予定の長期 
     借入金を含む） 

     （一年以内返済予定の長期 
     借入金を含む） 

  
  

   （一年以内返済予定の長期 
     借入金を含む） 

      

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

    4,761,647千円     4,159,545千円     4,590,867千円

            

※３ 
  

※３ 火災に伴う当中間会計期間末現 
  在の受取保険金の状況 

※３ 
  

    ――――――――      火災保険金 1,800,000千円     ―――――――― 

       受取保険金 700,000千円   

    差引 未収保険金   1,100,000千円   

     なお、上記の保険金額は当中間 
会計期末現在における確定額であ 
り、利益保険及び未確定、未請求 
の火災保険の保険金額については 
含めておりません。 

  

            

※４ ※４ 圧縮未決算特別勘定の内訳  ※４ 

    ――――――――   建物 464,463千円     ―――――――― 

    構築物 2,987千円   

    機械装置 234,171千円   

       合計   701,622千円   

     上記の金額は、火災により被災 
した建物等の代替資産の取得予定 
額をもとに算定しております。 

  

                

※５ ※５ 火災復旧損失引当金の内訳 ※５ 

     ――――――――   被災建物の解体に伴う 
移設工事費等の予定額 

  
105,000千円

     ―――――――― 

              

 ６ 偶発債務  ６ 偶発債務  ６ 偶発債務 

   保証債務残高     保証債務残高    保証債務残高 

    金融機関からの借入に対し 
 債務保証を行っております。 

    金融機関からの借入に対し 
 債務保証を行っております。   

    金融機関からの借入に対し 
 債務保証を行っております。 

  従業員(住宅資金等) ３名 3,477千円   従業員(住宅資金等) ３名 2,568千円   従業員(住宅資金等) ３名 3,025千円 

    合計 3,477千円     合計    2,568千円     合計 3,025千円 

                           



 （中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

 １ 季節的変動があって中間期は 
   需要期   

 １ 季節的変動があって中間期は 
   需要期   

 １  

   当社の売上高は、通常の営業 
  形態として、事業年度の上半期 
  の売上高と下半期の売上高との 
  間に著しい相違があり、上半期 
  と下半期の業績に季節的変動が 
  あります。 

  
    同左 

  
    ――――――――― 

      

 ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額 

   有形固定資産 40,399千円     有形固定資産 34,144千円     有形固定資産 81,714千円  

   無形固定資産 165千円     無形固定資産 141千円     無形固定資産 307千円  

                       

※３ 営業外収益「その他」の 
   うち主なもの 

※３ 営業外収益「その他」の 
   うち主なもの 

※３ 営業外収益「その他」の 
   うち主なもの 

   受取配当金 4,733千円     受取配当金 4,954千円     受取配当金 9,668千円  

                       

※４   ※４   ※４ 固定資産売却益の内訳 

    ――――――――― 
  

      ――――――――― 
  

      土地 8,971千円  

            

※５ 固定資産売却損及び除却損の 
   内訳 

  
※５ 固定資産売却損及び除却損の 
   内訳 

  
※５ 固定資産売却損及び除却損の 
   内訳 

  

   固定資産売却損        固定資産売却損        固定資産売却損     

     建物 5,041千円      機械装置 719千円       建物 5,041千円  

   固定資産除却損        固定資産除却損        固定資産除却損     

  機械装置 590千円      機械装置 853千円      機械装置 9,264千円  

     その他   353千円      その他   1,095千円      その他 2,749千円  

      計   943千円        計   1,948千円       計   12,014千円  

     合計   5,985千円      合計   2,668千円      合計   17,055千円  

                              

※６ 減損損失 
    当中間会計期間において、以 
   下の資産グループについて減損 
   損失を計上しております。 
  

  
  資産グルーピングは、遊休資産に 
 ついては個別物件単位、事業資産に 
 ついては管理会計上の区分に基づき 
 決定しております。 

場所 用途 種類 
固定資産
減損損失 
(千円） 

石川県鳳珠
郡 

遊休 土地 1,197 

長野市門沢 遊休 土地 1,014 

大阪支社 
（大 阪 市 西
区ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

3,282 

西日本支店
（広 島 市 中
区ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

2,345 

※６  
  
    ――――――――― 

※６ 減損損失 
    当事業年度において、以下の資 
  産グループについて減損損失を計 
  上しております。 
  

  
  資産グルーピングは、遊休資産に 
 ついては個別物件単位、事業資産に 
 ついては管理会計上の区分に基づき 
 決定しております。 

場所 用途 種類 
固定資産
減損損失 
(千円） 

石川県鳳珠郡 遊休 土地 1,197

長野市門沢 遊休 土地 1,014

大阪支社
（大阪市西区
ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

3,282

西 日 本 支 店
（広島市中区
ほか） 

事業 
資産 

建物 
ほか 

2,345



  

  

 

前中間会計期間 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
  至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
  至 平成18年11月30日) 

  遊休資産については、土地の時価 
 が取得原価に比べて著しく下落して 
 いるため、各遊休資産の帳簿価額を 
 回収可能価額まで減額し当該減少額 
 を減損損失7,840千円として特別損 
 失に計上しております。 
 また、事業用資産については管理会 
 計上の会計責任単位毎にグルーピン 
 グしております。その内訳は建物 
 2,055千円、土地2,211千円、無形固 
 定資産3,380千円及びその他192千円 
 であります。 
  なお、当資産グループの回収可能 
 価額は正味売却価額により算定して 
 おり、直近の固定資産税評価額を基 
 礎として評価しております。 

  

  遊休資産については、土地の時価 
 が取得原価に比べて著しく下落して 
 いるため、各遊休資産の帳簿価額を 
 回収可能価額まで減額し当該減少額 
 を減損損失7,840千円として特別損 
 失に計上しております。 
 また、事業用資産については管理会 
 計上の会計責任単位毎にグルーピン 
 グしております。その内訳は建物 
 2,055千円、土地2,211千円、無形固 
 定資産3,380千円及びその他192千円 
 であります。 
  なお、当資産グループの回収可能 
 価額は正味売却価額により算定して 
 おり、直近の固定資産税評価額を基 
 礎として評価しております。 
  

※７ 
  
    ――――――――― 
  
  
  
  

※７ 火災損失の内訳 ※７ 
  
    ――――――――― 
  
  
  
  

  たな卸資産 562,341千円 

  建物等固定資産 81,568千円 

  修繕費その他の経費   197,184千円 

     合計 841,094千円 

         

※８ 
    ――――――――― 
  
  

※８ 圧縮記帳未決算特別勘定繰入額 ※８ 
    ――――――――― 
  
  

  火災により被災した建物等の代替 
 資産の取得予定額をもとに算定して 
 おります。 



  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

  前中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

  

  自己株式の種類及び総数に関する事項                                                     （単位：株） 

 （変動事由の概要）  

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取による増加            903株 

  

  

  

  当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

  

   自己株式の種類及び総数に関する事項                                                     （単位：株） 

 （変動事由の概要）  

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取による増加           206株 

  

  

  

  前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  

   自己株式の種類及び総数に関する事項                                                      （単位：株） 

 （変動事由の概要）  

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取による増加          1,025株 

  

  

  

  
  

次へ 

  

株式の種類 前事業年度末株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

 普通株式          1,678,276                903              ― 1,679,179 

合計          1,678,276                  903               ― 1,679,179 

株式の種類 前事業年度末株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

 普通株式         1,679,301               206              ― 1,679,507 

合計         1,679,301                 206               ― 1,679,507 

株式の種類 前事業年度末株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

 普通株式          1,678,276            1,025              ― 1,679,301 

合計          1,678,276             1,025               ― 1,679,301 



（リース取引関係） 

 

  前中間会計期間 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移 
 転すると認められるもの以外の 
 ファイナンス・リース取引 

      

  （注）リース資産に配分 
   された減損損失は 
   ないため、減損損 
   失に関する項目等 
   の記載は省略して 
   おります。 

  
   同左 

  
   同左 

  (1)リース物件の取得価額 
     相当額 

      

   減価償却累計額相当額及び 
   中間期末(期末)残高相当額 

  
工具器具備品 

  
  計 

  
  

  
工具器具備品

  
 計 

  
  

  
工具器具備品

  
 計 

  
  

  (千円) (千円)  (千円) (千円)   (千円) (千円)   

   取得価額相当額 51,996 51,996   51,996 51,996   51,996 51,996  

   減価償却累計額相当額 11,912 11,912   22,312 22,312   17,112 17,112  

   中間期末(期末)残高相当額 40,083 40,083   29,684 29,684   34,883 34,883  

    
(注) 取得価額相当額は、 
     未経過リース料中間 
   期末残高が有形固定 
   資産の中間期末残高 
   等に占める割合が低 
   いため、支払利子込 
   み法により算定して 
   おります。 

  
   同左 

  
(注) 取得価額相当額は、 
     未経過リース料期 
      末残高が有形固定 
      資産の期末残高等 
      に占める割合が低 
      いため、支払利子 
      込み法により算定 
      しております。 

 (2)未経過リース料中間期末 
     (期末)残高相当額 

 
(千円)

   
(千円)

   
(千円)

  

   一年以内 10,399    一年以内 10,399    一年以内 10,399   

   一年超 29,684    一年超 19,284    一年超 24,484   

    合計 40,083     合計 29,684     合計 34,883   

    
 (注) 未経過リース料中間 
      期末残高相当額は、 
      未経過リース料中間 
      期末残高が有形固定 
      資産の中間期末残高 
      等に占める割合が低 
      いため、支払利子込 
   み法により算定して 
   おります。 
  

  
   同左 

  
 (注) 未経過リース料期末 
      残高相当額は、未経 
      過リース料期末残高 
      が有形固定資産の期 
      末残高等に占める割 
      合が低いため、支払 
   利子込み法により算 
   定しております。 

 (3)支払リース料及び減価償却 
     費相当額 

  
         (千円) 

  
         (千円) 

  
         (千円) 

       支払リース料 4,720   5,199   9,920   

       減価償却費相当額 
  

4,720   5,199
 

  9,920   

 (4)減価償却費相当額の算定方 
     法 

  
  リース期間を耐用年数 
  として、残存価額を零と 
 する定額法によっており 
 ます。 

  
   同左 

  
   同左 



 （有価証券関係） 

    前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ 

   るものはありません。 

  

 （１株当たり情報） 

 (注)１ １株当たり中間純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 (注)２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
 

前中間会計期間 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

１株当たり純資産額  458円 82銭 １株当たり純資産額  453円 01銭 １株当たり純資産額  425円 51銭 

１株当たり中間純利益   5円 30銭 １株当たり中間純利益  28円 29銭 １株当たり当期純損失   28円 21銭 

  
   なお、潜在株式調整後１株当た 
  り中間純利益については、新株予 
  約権付社債等潜在株式が存在しな 
  いため記載しておりません。 
  
  

  
  同左 

  
   なお、潜在株式調整後１株当た 
  り当期純損失については、新株予 
  約権付社債等潜在株式が存在しな 
  いため記載しておりません。 
  
  

  
前中間会計期間 

 (自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日)

当中間会計期間 
 (自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日)

前事業年度 
 (自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日)

 中間純利益又は当期純損失(△) 
               （千円） 

42,509 227,016 △226,416 

 普通株主に帰属しない金額  （千円）          ―          ―          ― 

 普通株式に係る中間純利益又は    
 当期純損失（△）      （千円） 

42,509 227,016 △226,416 

 期中平均株式数（千株） 8,026 8,026 8,026 

  
前中間会計期間 

 (自 平成17年12月１日 
 至 平成18年５月31日)

当中間会計期間 
 (自 平成18年12月１日 
 至 平成19年５月31日)

前事業年度 
 (自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日) 

 純資産の部の合計額（千円） 3,682,578 3,635,837        3,415,236 

 純資産の部の合計額から控除する金額 
               （千円） 

         ―          ―          ― 

 普通株式に係る中間期末（期末）の 
 純資産額          （千円） 

3,682,578 3,635,837        3,415,236 

 中間期末（期末）の普通株式の数 
               （千株） 

8,026 8,025         8,026 



  
 （重要な後発事象） 

  

  

  

  

（2） 【その他】 

      該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

 前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 

  至 平成18年５月30日） 

 当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 

  至 平成19年５月30日） 

前当事業年度 
（自 平成17年12月１日 

  至 平成18年11月30日） 
  
  
     ―――――――― 

  
  
     ―――――――― 

 平成19年１月29日に本社工場で火 
災が発生、塗装設備及び製品倉庫の 
一部を焼失し、操業を停止しており 
ましたが、２月８日より一部を除き 
操業を再開いたしました。 
 被害を受けた塗装設備は平成19年 
11月頃復旧の予定であり、塗装につ 
いては当面他の塗装設備への振替及 
び外注加工で対応しており、また、 
製品倉庫につきましては社内及び賃 
貸倉庫により対応いたしておりま
す。 
 この火災により翌期には、たな卸 
資産、建物及び機械装置等の損失 
と、復旧のための修繕費用等の損失 
が発生いたしますが、毀損した資産 
の帳簿価額は提出日現在602,000千円 
で、当該資産には保険が付されてお 
り、修繕費用も含めた実質損害額は 
現時点では未確定であります。 
 なお、操業の一部停止による減産 
に対しては、商品の仕入れによる代 
替により対応を図っております。 



 
 

第６ 【提出会社の参考情報】
 

 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

 (1)  有価証券報告書 事業年度 自 平成17年12月１日 平成19年２月27日 
   及びその添付書類 （第55期） 至 平成18年11月30日 東海財務局長に提出。 
 (2) 有価証券報告書の訂正報告書 （第50期） 自 平成12年12月１日 

至 平成13年11月30日 
平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

  （第51期） 自 平成13年12月１日 
至 平成14年11月30日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

  （第52期） 自 平成14年12月１日 
至 平成15年11月30日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

  （第53期） 自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

  （第54期） 自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

 (3) 半期報告書の訂正報告書 （第53期中） 自 平成15年12月１日 
至 平成16年５月31日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

  （第54期中） 自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

  （第55期中） 自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日 

平成19年１月15日 
東海財務局長に提出 

（4） 臨時報告書   自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日 

平成19年２月16日 
東海財務局長に提出 

        
        
        



 
 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
 

  

  

  

         該当事項はありません。 



              独立監査人の中間監査報告書  
  
  

                                    平成１８年８月２１日 
  

株式会社  ホウトク 

 取締役会    御中  
  
  

                  監査法人 ト ー マ ツ 
  
  

  

  
  
         当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に 
        掲げられている株式会社ホウトクの平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの連結会 
        計年度の中間連結会計期間（平成１７年１２月１日から平成１８年５月３１日まで）に係る中間連結 
        財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及 
        び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任 
        は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること 
        にある。 
         当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、 
        当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者 
        の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中 
        間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。 
        当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得 
        たと判断している。 
         当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結 
        財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホウトク及び連結子会社の平成１８年５月３１日現在の財 
        政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年１２月１日から平成１８年５月３ 
        １日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め 
        る。 
  
  
        追記情報 
         中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会 
        計期間から固定資産の減損に係る会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適 
        用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 
  
         会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 
        ない。 
  
                                               以  上 
  
  

  

  

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  加  藤  正  樹  ㊞

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  石  倉  平  五  ㊞

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社 
     （半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
  



              独立監査人の中間監査報告書  
  
  

                                    平成１９年８月２０日 
  

株式会社  ホウトク 

 取 締 役 会    御中  
  
  

                  監査 法 人  ト ー マ ツ 
  
  

  

  
  
       当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に 

掲げられている株式会社ホウトクの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの連結会 
計年度の中間連結会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）に係る中間連結 
財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及 
び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任 
は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること 
にある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、 

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者 
の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中 
間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。 
当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得 
たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結 

財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホウトク及び連結子会社の平成１９年５月３１日現在の財 
政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３ 
１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め 
る。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 
  
  
                                               以  上 
  
  
        
  

  
  

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  松 岡  正 明  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  石 倉  平 五  ㊞ 

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社 
     （半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
  



              独立監査人の中間監査報告書  
  
  

                                    平成１８年８月２１日 
  

株式会社  ホウトク 

 取締役会    御中  
  
  

                  監査法人 ト ー マ ツ 
  
  

  

  
  

        当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に 
       掲げられている株式会社ホウトクの平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの第５５ 
       期事業年度の中間会計期間（平成１７年１２月１日から平成１８年５月３１日まで）に係る中間財務 
       諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査 
       を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財 
       務諸表に対する意見を表明することにある。 
        当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、 
       当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を 
       損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は 
       分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査 
       法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し 
       ている。 
        当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表 
       の作成基準に準拠して、株式会社ホウトクの平成１８年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって 
       終了する中間会計期間（平成１７年１２月１日から平成１８年５月３１日まで）の経営成績に関する 
       有用な情報を表示しているものと認める。 
  
        追記情報 
        中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間か 
       ら固定資産の減損に係る会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用される 
       こととなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 
  
        会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 
       ない。 
  
  
                                                以 上 
  

  

  

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  加  藤  正  樹  ㊞

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  石  倉  平  五  ㊞

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社 
     （半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
  



              独立監査人の中間監査報告書  
  
  

                                    平成１９年８月２０日 
  

株式会社  ホウトク 

 取 締 役 会    御中  
  
  

                  監査 法 人  ト ー マ ツ 
  
  

  

  
  

       当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に 
掲げられている株式会社ホウトクの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの第５６ 
期事業年度の中間会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）に係る中間財務 
諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査 
を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財 
務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、 

       当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を 
       損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は 
       分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査 
       法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し 
       ている。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表 
の作成基準に準拠して、株式会社ホウトクの平成１９年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって 
終了する中間会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）の経営成績に関する 
有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 
  

以  上 
  

  

  
  

  

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  松 岡  正 明  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  石 倉  平 五  ㊞ 

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社 
     （半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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